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調査対象

地域　　北海道、青森県、岩手県、宮城県、
　　　　　秋田県、山形県

産業医　各センター名簿記載のすべての産業医

事業場　各地域から200所以上を目標
　　　　　各センター名簿記載の事業場から

回収率を考慮して無作為抽出

従業員　事業場調査の回答者から
　　　　　　希望事業場に依頼

　　　ただし、１企業１職場200人くらい以内を原則



調査票発送数と回収数
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33.3%1,9095,726産業医調
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回収率返送数発送数



産業医調査票の主要結果

地域差

性別・年齢構成

専門科目

勤務形態

研修テーマの関心

地域産業保健センターへの登録

個人的意見
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今回の調査



0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.健診など

2.有害物質

3.メンタルヘルス

4.過重労働

5.喫煙対策

6.企業責任

7.マネジメントsystem

8.健康教育

研修テーマで関心の強いもの
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地域産業保健センターに登録しているか、
していなければ登録の意思があるか



0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

a.事業主の考え最重要

b.企業冷淡

c.対策不十分

d.産業医には限界

e.普段連携重要

f.実際連携困難

g.精神科医現場もっと理解を

h.復職判定産業医

i.研修回数増

j.研修質増

k.一般医侵さない

全くその通り その通り 違う 全く違う 無記入

産業医の意見



事業場調査票の主要結果

業種

従業員規模

休職者

メンタルヘルス対策実施状況

回答者の個人的意見



事業場調査回答票の業種
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休職正職員の有無、規模別
数字は所数
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休職者の増減
最近3年間で1か月以上休業したもの
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休職者の出現が対策に影響する
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

a.相談窓口

b.従業員教育研修

c.管理監督者教育

d.職場環境快適化

e.スポーツ奨励

f.文化活動奨励

g.コミュニケーション

h.休暇取得奨励

i.労働時間配慮

j.勤務時間柔軟化

k.THP実践

l.計画策定

している していない 無記入

心の健康づくり実践項目
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心の健康づくりの重視
と実践項目数



従業員調査票の主要結果

調査票配布回収への配慮

性別、年齢別分布

その他の背景要因（地域、職種、学歴等）

うつ症状の状況

性別年齢別うつ症状分布

関連要因



従業員調査票の配布回収への配慮

事業場調査協力者からの希望　　252所

配布回収方法についての周知方法

最終の協力事業場　　84所



性別年齢別分布
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地域別性別人数分布
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困難あった事業場
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困難なかった事業場

10

12

14

16

18

20

22

0 2 4 6 8 10 12

C
E
S
-
D
平

均
値

メンタルヘルス対策実施数 R=-.690

事業場のメンタルヘルス対策とうつ症状

(困難経験なかった事業場）



困難ほとんどなかった事業場
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今後に向けての提案事項

産業医と精神科医・心療内科医とのネット
ワークの形成

現実的に医療機関全体を組織化

事業場対策として予防が重要であることの
啓発活動

予防活動が人材活用につながるという理解を

従業員へのきめ細かい対策
今後に向け効果確認研究を


